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２章の企業データ集計を見る限り、日本の労働生産性は韓国、中国、タイと比べて悪くない。

ただし、３章のWorld Robotics統計によれば、ロボット普及率は韓国とシンガポールに次いで世界３位であり、中国の急激

な普及率向上から、労働生産性は追い上げられているとみられる。

各国の労働生産性と労働装備率

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

労働装備率

労働生産性

日本（飲料）

日本（食品加工）

韓国（飲料）

韓国（食品加工）

中国（飲料）

中国（食品加工）

タイ（食品加工）

タイ（飲料）

※円の大きさは従業員数を表す

飲料
付加価値
率

1人当たり
売上高
（百万円）

労働
装備率
（百万円）

資本
生産性

売上高
（百万円）

従業員数

日本 29.0% 80.0 20.4 1.06 34,956 573

中国 51.3% 7.3 1.6 1.77 104 772

韓国 37.0% 13.3 6.1 0.61 305 537

タイ 40.3% 1.9 0.1 0.58 231 1,204

シンガポール #N/A 3.4 0.0 0.00 200 157

食品加工
付加価値
率

1人当たり
売上高
（百万円）

労働
装備率
（百万円）

資本
生産性

売上高
（百万円）

従業員数

日本 21.0% 89.1 16.7 1.43 7,621 146

中国 22.5% 6.7 0.2 0.78 71 477

韓国 18.9% 8.0 2.4 1.19 450 352

タイ 18.8% 2.2 0.1 0.47 204 1,372

シンガポール 25.1% 25.6 0.1 0.59 681 4,322

出所：Capital IQをもとにDTFA作成
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労働生産性と付加価値率には特に相関が見られない。各国共通して食品加工よりも飲料の付加価値率が高い。

付加価値率は小売・流通や原材料調達の交渉力といった事業環境、業界構造に依存する。もちろんミクロの観点では独

自性の高い製品を開発することで付加価値率を高めることができる。

各国の労働生産性と付加価値率

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理
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タイ 18.8% 2.2 0.1 0.47 204 1,372

シンガポール 25.1% 25.6 0.1 0.59 681 4,322

出所：Capital IQをもとにDTFA作成
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労働生産性を高めるには、労働装備率と資本生産性の改善が必要。以下の３ステップで進められていると考える。

①まずは機械化を進め、②次にロス率改善など機械による生産性を改善し、③最後にDXといった機械自体の付加価値を

高める。この３ステップはアジア企業だけでなく、現在の日本の企業においても各社の状況に応じて適用できる。

労働生産性を高める３ステップ

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

労働装備率労働生産性 資本生産性

付加価値÷従業員数 有形固定資産÷従業員数 付加価値÷有形固定資産

機械化を進める

• 人手の作業を機械に置き換

える。労働装備率の改善に

焦点を当てた取り組み

生産性の改善

• ロス率の改善や、時間当た

り生産量の増加といった生

産性の改善を通じて資本生

産性が改善

DXやIoTなどの導入により機

械自体の付加価値アップ

• 機械のモニタリングによる

異常予測

• 需要予測と生産状況に基づ

く原材料受発注など

• 資本生産性の改善に寄与

日本の大企業、
ヒアリング対象の中国
企業（中～大企業）、
シンガポールの企業

マーケットドリブンなイノ

ベーションによる付加価値

向上

• 市場ニーズを見据えた

独自性の高い製品開

発による付加価値向上

日本の小規模事業者、
アジアの平均的企業

労働生産性を高めるには、労働装備率と

資本生産性の改善が必要

日本の中小企業、
ヒアリング対象のタイ
企業（中～大企業）

日本企業の半数以上がロボットの
導入も検討もしたことがない
（3.2節参照）

ステップ１

ステップ２

ステップ３ ステップ３‘

カイゼン・熟練工による生産性

改善

• 人手による作業の熟練度を

高めることで生産性を改善

• それにより機械化が後れて

いる

ステップ０

日本企業の現状認識
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ステップ１に該当する日本の小規模事業者においては、資金がない、機械の設置場所がない、工程プロセスが複雑で機

械化できない、そもそも活用事例を知らないといった課題がある。これらに対して、初期投資の抑制、省スペースマシンの

導入、外部機関との連携、活用事例の広報といった課題解決のヒントが考えられる。

ステップ１：どのように機械化を進めるか

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

機械化を進めたいが、資金がない。

食品加工メーカーが直面する課題 課題解決のヒント

• テーラーメイド型の機械を導入するなど、初期投資を抑
える方法はある

• 中小企業・小規模事業者であれば、農林水産省の生産
性革命事業にて、設備投資やITツール導入に補助金あ
り

初期投資の

抑制

機械化を進めたくとも工場のスペースに
余裕がない。

• 軽くて移動可能、現地組み立てできる省スペースマシン
がある。季節性製品のラインなど利用しない場合にも簡
単に移動できる。

• 人と協働できるロボットが人気である。安全柵が不要に
なりコストやスペースの制限を緩和。

省スペース

マシン

工程プロセスが複雑で機械化できない。

• まずは機械・設備メーカーへの相談が第一歩。

• タイの事例のように研究機関との協業により機械化の道
筋が開ける可能性がある。

外部機関と

の連携

自社で機械化できるとは思わなかった。
（活用事例を知らなかった）

• すでに行政が活用事例の広報を実施。活用事例の広報
は機械メーカーのベネフィットにもなることから、農林水
産省と機械メーカーが連携し、事例集の作成やマッチン
グなどを実施する意義がある。

活用事例の

広報
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ステップ２に該当する日本の中小企業においては、機械の有効活用が課題とみられる。機械を使いこなすための人材を、

自社社員の人材育成のほか、転職人材を活用するといった課題解決のヒントが考えられる。

ステップ２：どのように機械の付加価値を高めるか

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

機械を導入したが、使いこなせる人材が
いない。（使用環境に応じたパラメータ設
定、最適化ができない）

食品加工メーカーが直面する課題 課題解決のヒント

• 自社社員に対してリカレント教育を実施し、工学的な知
見を身に付けてもらう。人材育成

• 工学系・ソフトウェア人材の新卒採用が困難との声が聞
かれるが、転職市場であればハードルが下がるとみられ
る。積極的に転職市場を活用し、転職人材を採るのは有
効と考える。

転職人材の

活用

メンテナンスが不十分であるため、ロス
率が高まっている。
スペアパーツ不足により故障時に迅速な
修理がなされない。

• メンテナンス時期のお知らせサービスといった機械メー
カーのサポートを活用する。

• 従来、人手の作業に従事していたスタッフをモニタリング
に配置転換し、メンテナンスに注力する。

メンテナンス

に注力
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ステップ３に該当する日本の大企業においては、IoTやDXなどのデジタルツールの活用が期待されるなか、その用途はま

だ限定的である。他社の活用状況を注視し、活用機会を探る状況である。ただし、中国の一部企業では、IoTやDXを生き

残るために必須のツールと捉え、アリババなどから積極的に中途採用を行っており、今後の急成長もありうる。

ステップ３：どのようにIoTやDXなどのデジタルツールを活用するか

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

IoTやDXの活用用途が分からない。市場
予測、生産や在庫状況に連動した調達、
自動倉庫、経理などバックオフィスでの
Botといった活用に限られる。

食品加工メーカーが直面する課題 課題解決のヒント

• 同業他社や他業種の活用事例を探り、自社へのIoTや
DXの活用可能性を検討する。

• 後述の専門人材の登用を進め、専門人材の知見を掛け
合わせる。

活用事例の

収集

IoTやDXを理解し推進する人材がいない。

• 中国企業がアリババなどから積極的に中途採用を行っ
ているように、IT企業から専門人材を受け入れることが
最短手段と考える。

• DXはツールの導入だけでは完結しない。専門人材と生
産部門の知見の掛け合わせと、生産プロセスの見直しも
見据えた改善が必要と考えられる。

転職人材の

活用

• 食の安全の観点から、消費者がQRコードでトレーサビリ
ティをトラックできるように検討する中国企業がある。

• シンガポールでは代替肉といったフードテックを手掛ける
中小企業が多い。中小企業ほど身軽に新しいビジネスを
手掛ける。

ステップ３’：製品自体の付加価値を高める方策

マーケットドリブンなイノベーションとは何
か？

消費者のトレ

ンドを基に



74

ミクロ的な視点では、機械化を進め、資本生産性を高め、労働生産性を高めることはコスト構造を改善し、付加価値率を高

める。一方で、マクロ的な視点では労働生産性の高い国が、付加価値率が高いとは限らない。

各社の生産性改善を土台に、M&Aや海外展開など業界構造を変える戦略も必要であろう。

生産性の改善に加えて、業界構造を変える戦略により付加価値率を高める

第5章 課題の整理と今後の方策
5.1 課題の分析と整理

３段階の生産性改善プロセス

業界構造を変える戦略

M&Aによる垂直統合
異業種連携

海外展開で収益性の高い地域を狙う

STEP1：
機械化

STEP2：
生産性改善

STEP3：
IoT, DXの導入

M&Aによる水平統合

中国など付加価値
率が高く、事業環境
の良い国に市場を広

げる

韓国企業が
北米冷食企
業を買収 M&Aでグループ統合

による調達改善

調達プラットフォーム
の活用

タイの事例ではグ
ループ会社が開発し
たロボットアームや在
庫管理システムを活

用

シンガポール
では、調達先
が広がりコス
ト削減

小売による製
販統合

(日本の事例)

製菓部門と
乳業部門の
共同調達

(日本の事例)
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各国の政策事例と日本のものを比較すると、補助金や免税、活用事例の広報・実証といった食品加工メーカーへの働きか

けに大きな差異はない。一方で、大学・研究機関等の外部への働きかけは、強化の余地があると考える。

アジア各国の政策事例の日本への転用案

第5章 課題の整理と今後の方策
5.2 生産性向上に向けた方策

補助金
中小企業や小規模事業者等に対
する補助金はすでに実施してい
る（①新製品開発や生産プロセス
改善等のための設備投資等や、

②ITツール導入）

減税・免税
生産性向上設備投資促進税制や
中小企業等投資促進税制が存在

人材育成
大学と協同で工学系やソフトウェ
ア系のリカレント教育の研修体制
を構築する。また講義費用に対す

る補助金を導入する

研究開発支援
農研機構や産総研、都道府県の
公的研究機関と連携しオーダーメ

イド機械の研究開発。
代替肉など先端研究の起業支援

活用事例の広報や実証
スマート食品産業実証事業によ
るAI、IoT、ロボの導入実証。また

農林水産省は生産性向上事例集
を出版している

農林水産省

食品加工メーカーへの働きかけ 大学・研究機関等への働きかけ

CoRE（タイ）のようなネット
ワーク形成支援

経済産業省と連携し、CoREのよ

うなロボティクス研究開発機関の
国内外ネットワークの形成を支援

する

既に各種政策を実施している 大学・研究機関等の外部連携は強化の余地がある
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食品メーカーの意識変革が前提であり、成功事例の広報、啓蒙は引き続き実施する必要がある。成功事例の広報は機械

メーカーにとってもメリットが大きく、機械メーカーとの連携、さらには食品メーカーとのマッチングサービスを農林水産省や第

三者機関が担うのも一案である。研究機関や大学など各関係機関が一体となって生産性向上に取り組むことが望まれる。

各ステークホルダーが一体的に生産性向上に取り組む

第5章 課題の整理と今後の方策
5.2 生産性向上に向けた方策

政策支援

• 大学を通じた人材育成支援やその
資金提供

• 補助金・免税
• 成功事例の広報、啓蒙

日本の食品製造業の
生産性向上

食品メーカー

• 経営者のマインド変革
機械化や自動化等に対する知見。
M&Aや海外展開など経営戦略

• 転職者の活用による人材登用

機械メーカー

• 経営者のマインド変革を促進
• 成功事例の展開、啓蒙
• 研究開発支援

研究機関・大学

• 機械化に関する研究開発支援

• 新商品開発（代替肉など）に関する
研究開発支援

• 食品メーカーの人材育成
（リカレント教育の提供）

機械メーカーと連携した成功事例の広
報、啓蒙。

機械メーカーと食品メーカーのマッチン
グ

営業活動として成功事例の広報、啓蒙。
経営者のマインド変革

機械化の難易度の高いプロセスにつ
いて研究開発支援各種政策支援の広報

食品加工分野に
関する連携強化
（研究開発や人材
育成）
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